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所管事務調査（先進地視察）報告書 

厚生常任委員会 

≪期 日≫ 平成１９年１１月１５日（木）～１６日（金） 

≪目 的≫ 本委員会が所管する病院及び福祉に関する事項について、 

先進地の取り組みを研修するため 

≪視察先≫ 香川県・坂出市立病院 

岡山県・吉備松下株式会社 

≪参加者≫ 行待委員長 池田副委員長 小牧委員 大下倉委員 

谷口委員 松本経一委員 森委員 奥垣事務局主任 

【香川県・坂出市立病院】 

１ 視 察 日 時 平成１９年１１月１５日（木）午後２時～４時 

２ 視察テーマ 坂出市立病院の経営改善に向けての取り組み等について 

３ 視 察 内 容 

 概要 

坂出市は、香川県のほぼ中央部に位置し、東は高松市、西は丸亀市・宇多 

津町、南は綾川町、北は多島美を誇る瀬戸内海が広がり、瀬戸内海を隔てて 

岡山県に対している。高松駅からは１５分、対岸の岡山駅からでもマリンラ 

イナ－で４０分、空の玄関口高松空港からも車で３０分という位置にある。 

坂出市立病院は、昭和２２年に開設し、平成１９年１月に満６０歳の誕生 

日を迎えた。 

病床数２１６床・８診療科・３病棟から構成され、へき地医療中核病院・ 

病院群輪番制病院・救急病院・広域救護病院等の指定を受けている。看護形 

態は２．５対１看護・看護（Ａ）加算・１３対１看護補助であり、常勤医師 

２２名、常勤看護師８６名をはじめとした合計２２２名の職員から構成され 

ている。
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かつては日本一の不良債権がある病院であったが、職員一丸となった経営 

努力により、平成１７年度は一般会計から市立病院事業への繰入金はゼロと 

なるなど、 厳しい状況にもかかわらず、 黒字経営を続ける努力を続けている。 

 坂出市立民病院の現況 

人口５万６千人の市に２１６床、４００床、１９９床の３病院が一圏内に 

ある。 

昭和６２年には日本一の赤字病院（累積赤字１６億円）になり、平成３年 

に国より廃止勧告を受ける。 

塩田院長就任前の９０年度経営指標は、病床利用率７１．４％ 人件費率 

７７．８％、医業収支は３億１８００万円の赤字で医業収支比率８４．５％ 

であった。 

また、自治省からは、①坂出市全体の問題と認識すること、②昇給延伸、 

特殊勤務手当カットなどの措置を講ずること、③経費削減の検討を重点に置 

くこと、④経営健全化措置対象団体の取り消しを考慮しており準用再建団体 

の適用もあり得ること、⑤病院の収縮あるいは廃止を含めて検討することな 

ど、非常に厳しい指導を受けていた。 

しかし、平成３年、塩田院長になり経営健全化へ取り組み１０年連続黒字 

となる。（１７年度６３００万円の黒字） 

 坂出市立病院の取り組み 

塩田院長就任による坂出市立病院の取り組みの大きな柱は、職員の意識改 

革である。 

「私たちの病院についてどう思いますか？」と題して、全職員に意識アン 

ケートを実施し、基本的問題事項を洗い出し、病院の基本理念を確立し（自 

治体病院は市民のためにある） 、「良質な医療」、「医療の透明性」、「医療の効 

率性」を達成することを市民と約束した。 

この基本理念をベースに組織横断の８つの部会をつくり、病院改革の様々 

な提言を行なっている。また、開設当初から医師を県外の国立大学に依存し 

ていたが、派遣される医師のレベルが低下し病院の理念を理解してもらえず、 

９４年４月に診療科の医師派遣を香川医科大学に変更した。医師を送り出し 

てまだ１０年の新設医科大学であったが、派遣された若手医師は病院理念を 

理解し、医師が予算編成に関わり、コスト意識を高め、毎月医療収支状況を 

報告している。また、看護師も材料の見積もりをするなど、一人一人が自分 

の事として病院改革を考え全員参加の病院経営を目指している。 

また、電子カルテを導入し、検査の無駄をなくしたり、患者の待ち時間を 

短縮したり、 「私のカルテ」と称してカルテを患者に無料で配布するなど、患 

者本位の医療を行なっている。



3 

４ 所 見 

医療サービスに対する住民ニーズは、福祉・保健も含めて量的拡大から質的 

充実を求める地域包括医療へと変化してきている。 医療スタッフの不足や医療資 

源の地域的偏在の課題を抱える地方の医療事情、 とりわけ超高齢化現象と広範な 

地域を持つ京丹後市においては、 住民の健康と安心のできる医療環境の保持のた 

め、公立・民間を問わず、深刻な医師不足、さらには国の診療報酬や医療制度改 

革など、厳しい課題を抱えながらも経営の存続を図り、住民のニーズに対応をし 

ている現状である。 

医療へき地といわれる地域での医療確保など、 自治体病院の持つ役割は高いと 

言われながらも、全国の自治体病院は慢性的な経営悪化により、約８割が赤字経 

営の現状の中で毎年のように経営を断念するケースが急増しており、 存続のため 

の取り組みが喫緊の課題として求められている。まさに、赤字を抱える京丹後市 

の２つの市立病院においても経営健全化が急務とされている。 

今回は赤字病院からの脱却の背景を探ることを目的に、 坂出市立病院を所管事 

務の対象として調査を行った。 

坂出市立病院は昭和５４年度から１４年連続で医業収益の赤字を続け、 昭和６ 

２年度には不良債務比率は全国自治体病院の中でワースト１位。 さらに平成３年 

度には、自治省から病院の縮小あるいは廃止の検討を通告されており、まさに存 

続の危機にあった。この危機から脱却し、現在では累積不良債務の解消、さらに 

平成１７年度からは一般会計からの繰入金を０円にまで改善している。 このこと 

は平成元年に市長初当選した松浦氏の卓越した政治手腕と、 平成３年に就任した 

塩谷院長の経営手腕によるものが大きいと推察する。 

両氏が行った「心肺 

停止直前」の坂出市立 

病院の経営健全策に 

は様々な取り組みが 

行われているが、特に、 

市立病院の持つ意義 

や役割、さらには病院 

存続のための土壌作 

りを意図して「病院基 

本理念」を作成、「か 

わらなきゃ」の共通認 

識のもと、基本理念の 
▲ 院長との懇談
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達成に向けて職員意識の覚 

醒・医療レベルの向上・療養 

環境整備と地域への働きか 

け・収支改善策の４つの健全 

化への取り組みが行われてい 

る。院長が率先して“職員の 

意識改革”を経営健全化の最 

も重要な柱として取り組みを 

進めたことは、コストの削減 

や接遇の向上、さらには各部 

門毎の目標値達成に反映され 

ることになり、赤字からの脱 

却の大きな要因となっている。病院の自主的な取り組みと実績は、市行政側との 

信頼関係を強め、 院長を始めとした医療職の予算編成への参画が認められる結果 

となり、医師の経営参画意識の醸成に繋がっている。「かわらなきゃ」をモット 

ーに全職員参加の病院経営を推進した結果、累積赤字は解消した。大々的な医療 

機器の整備や病院改築あるいは職員の増員を図ったわけではなく、「意識の改革」 

のみで黒字に転換したといっても過言ではない。 

背景や地域事情など京丹後市の病院に坂出市立病院の成功策がすべて当ては 

まるとは思わないが、 京丹後市の市立病院も職員の意識改革については様々な方 

法でその浸透を図っているところであり、 坂出市立病院の基本理念の考え方や医 

療職の予算等への 

参画など、病院の 

自主的な取り組み 

とその熱意は大き 

な教訓となった。 

今後の市立病院の 

経営健全化の一策 

として検証する必 

要を感じたところ 

である。 

▲ 坂出市立病院正面玄関にて
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【弥栄病院・久美浜病院・坂出市立病院の比較】 
（平成１７年度）
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【岡山県・吉備松下株式会社】 

１ 視察日 時 平成１９年１１月１６日（金）午前１０時～１２時 

２ 視察テーマ 特例子会社設立の経緯と障害者雇用について 

３ 視察内 容 

 吉備松下株式会社の概要 

吉備松下株式会社は日本で始めての第三セクター方式（岡山県・旧加茂川 

町・旧賀陽町・松下電器の共同出資）による重度障害者多数雇用事業所 ※ 1 、 

松下電器株式会社の特例子会社 ※ 2 として、国際障害者年（昭和５５年）の 

１０月にスタートした。 

工場所在地は「吉備高原都市保健福祉のむら工場公園」にあり、付近に障 

害者福祉関係の施設も隣接する。 

※1 重度障害者多数雇用事業所とは、 重度障害者を１０人以上雇用する事業所である。 

※2 特例子会社とは、障害者の雇用の促進等に関する法律に基づく制度で、子会社で 

雇用した障害者は親会社の雇用とみなされる特例がある。 

▲ 吉備高原都市 

▲ 吉備松下株式会社の全景
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ア 資本金 

５，０００万円 

【出資割合】 岡 山 県 ４０．０％ 

旧加茂川町 ４．５％ 

旧賀陽町 ４．５％ 

松下電器産業㈱５１．０% 
※ 法により特例子会社は親会社の出資割合が 

５１％以上と規定されている。 

イ 操 業 

昭和５６年５月１日 （１９８１年） 

ウ 規 模 

【敷 地】 １５，４２５．００㎡（県有地を借用） 

【建 物】 ４，６１５．６０㎡ 

工場棟 ２，４６４．２８㎡ 

厚生棟 ５０１．６８㎡ 

宿舎棟 ７３６．９０㎡ 

その他 ９１２．７４㎡ 

エ 投資額 

６億５，７００万円 （平成１８年３月３１日現在） 

オ 従業員 

８３人 （平成１９年１１月１日現在） 

障害者 ３３人 重度身体障害 ２１人 

軽度身体障害 ２人 

重度知的障害 ４人 

軽度知的障害 ６人 

健常者 ５０人 一般社員 ３４人 

主婦（パート） １６人
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カ 売上高 

４９億６，４００万円（平成１８年度） 

【従業員の詳細】
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キ 生産品目 

肩のせ DVC カメラ 

ビデオ部品 … シリンダーヘッド・サイドケース 

ＯＩＳ・ＬＣＤ組み立て等 

ク 諸活動 

【体 育】 車いすバスケットボール、車いすマラソン、 

スポーツカーニバル、車いすテニス 

【文 化】 陶芸教室 

【ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ】 アルミ缶リサイクル運動、ロードレース大会事務局 

【その他】 提案活動、健康管理、宿泊旅行 

ケ 受賞・認証 

三木記念賞（１９９１年）、労働基準局長優良賞（１９９２年）、 

若杉賞（１９９４年）、ＩＳＯ１４００１取得（１９９８年）、 

地球温暖化防止活動大臣表彰（１９９９年）、 

ＩＳＯ９００１取得（２００２年） 

 特例子会社設立の経緯について 

設立の経緯については、当時の岡山県知事の障害者福祉に関する強い思い 

から、松下電器産業側へ働きかけた。岡山県には松下電器産業の工場が複数 

あり、岡山県を中心とする行政が掲げた「働く意思と能力を有しながら、適 

職に従事する機会に恵まれない障害者の雇用の場を確保し、安定した雇用を 

促進する」という理念と、松下幸之助氏の「一時的に多少利益は少なくなっ 

ても、過疎に悩む地方に工場を建設する事は大切」という考えが一致し、第 

三セクターの株式会社が設立された。 

 関係機関との連携について 

設立に際しての行政の支援体制については、設立事務分担は県庁挙げての 

支援であった。 出資も官民概ね半々であり、 設立当初は役員も半々であった。
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求人については県庁関係課、福祉部、市福祉事務所、西日本各県の養護学校、 

身障者訓練校、労災病院付属の作業所・リハビリ施設所在地の職安に求人を 

出した。 

設立後は、県の出資割合が４分の１以上の会社であるため、県監査委員の 

監査を受けることになっている。 

全国重度障害者多数雇用事業所協会の岡山県支部として、全国の事業所と 

情報交換を行い、また近接の身体・知的の授産所から実習生を受け入れてい 

る。実習の期間は年間１８０日で、時給２５０円を支払っている。 

 社員の給与等の待遇、福利厚生、会社の経営状況について 

社員の給与は仕事の内容や障害者年金などとの関係もあり、健常者と障害 

者とでは差がある。障害者給料は６０歳定年時で月２０万５，０００円であ 

り、一般社員よりも安い。 

身体障害の場合、本人に能力があればリーダーへの登用・昇進もある。福 

利厚生・研修については健常者と障害者に差はない。 

ジョブコーチ ※ 3 は配置していないが現在検討中である。２０年の１月まで 

にはなんとかしたいと考えている。職務分析は、会社設立当初はかなりやっ 

たが、今はすでにノウハウが確立しているため特に決まった事はしていない。 

また、生活支援担当職員はいない。仕事内容がセル生産方式のため、作業の 

移動も多く、知的障害の社員へマンツーマンでの指導が出来にくい。 

※3 ジョブコーチとは、障害者の就労にあたり、出来ることと出来ないことを事業所 

に伝達するなど、 障害者が円滑に就労できるように、 職場内外の支援環境を整える者。 

▲ 健常者と共に働く障害者
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【会社の経営状況】
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４ 所 見 

岡山県知事の障害者福祉への強い思いと、松下電器産業の松下幸之助氏の理念 

とが一致して、官民連携のもと、日本で始めて設立された三セクの特例子会社で 

あり、現在３３人の障害者が雇用されている。 

障害者と健常者との給与・昇進などは、仕事内容や年金などの関係で差がある 

ようであったが、その他の待遇には差が無く、基本的に障害のある人もそうでな 

い人も、生産現場で自分の能力に合った仕事ができるよう配慮していると感じら 

れた。 

当然工場はバリアフリーで、宿舎も整備され、知的障害者はグループホームか 

ら通勤されていた。 

車いすバスケットなど、障害者スポーツにも取り組んでいる様子も聞いたが、 

経済のグローバル化と雇用の規制緩和の流れの中で、特例子会社設立から時間が 

経ち、設立当初の熱い思いがやや冷めてきたような印象も受けた。平成１２年に 

は４９人だった障害者雇用も３３人に減少しており、製品の受注増化時は派遣社 

員で対応していた。 

しかしながら国は障害者雇用の促進をさらに進める方針であり、今後は精神や 

発達障害の方の受け入れが必要になると考えられるが、そのノウハウが確立でき 

ていないことや、 特例子会社が求人を出しても、 企業が望む人材が確保できない、 

という悩みも聞いた。 

特例子会社は全国的に増加しているが、自治体の関与がある三セク方式よりも、 

会社として動きやすい「親会社１ 

００％出資」が圧倒的に多くなっ 

ていることや、特例子会社の業務 

についても、データ処理など高度 

な仕事になりつつあることもわか 

った。 

障害者自立支援法により、障害 

者の就労支援・雇用促進の施策を 

行政や事業主はより積極的に行う 

必要が出てきた。そのような中で 

松下電器産業の障害者雇用率は２． 
▲ 三原取締役から説明を聞く
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０６％と良く、また岡山県全体を見ても全国平均をかなり上回る雇用率で、法律 

に規定されている１．８％にほぼ近い数字を達成している。行政のリーダーや企 

業経営者に障害者雇用に対する強い思いがあれば、多くの困難はあっても障害者 

雇用率の向上につながる。 

京丹後市の障害者雇用の現状は厳しいものがあり、さまざまな取り組みを通じ 

て、障害者雇用の促進を図る必要性を改めて認識した。


